第3章　中国

坂本　博
2006年の中国経済は，実質GDP成長率が年率10.7％（速報値）で，引き続き急速な成長を持続している（China, National Bureau of Statistics，2007，表3.1）。これは表1.2の予測あるいは昨年11月に中国社会科学院，国家信息中心がそれぞれ出した予測の10.5％を上回っている（Consensus Economics，2006）。2007年の予測は概して再び成長がある程度鈍化するとの見解が多いものの，ここ数年は予測を上回る成長が続いているため，予測通りに鈍化するかどうかはわからない。

2004年の経済センサスに基づく中国の国民所得統計の改訂が行われ，2006年1月に発表された（China, National Bureau of Statistics，2006）。改訂前と比較して，名目GDPが2003～04年で16～17％の増加と大きく修正されている。この改訂後の数字によれば，1994～2004年の経済成長率も改訂前より高くなっている。GDPやGDP成長率のデータ改訂は主に第3次産業をより包括的に推計したためである。2000～05年の名目および実質GDPに占める第3次産業の割合は改訂前の3分の1弱に対して，改訂後は5分の2となっている（表3.1）。識者たちは第3次産業およびGDPが過小推計だと疑問を抱いていたため，今回の改訂でより合理的になったと評価している。

名目でみても実質でみても総固定資本形成が支出面から見た近年の成長の源泉になっており，対名目GDP比は2001年の34％から2005年の42％に上昇している（表3.1）。しかしながら，この割合が，改訂前と比較して，改訂後は2001年で2％ポイント，2002～03年で3％ポイント，2004年では5％ポイント低くなっている。言い換えると，改訂前の総固定資本形成のシェアが改定後より高いのは，（比較的設備投資を必要としない）第3次産業以外の産業の割合が相対的に高く計測されていたことを意味する。とはいえ，総固定資本形成のデータを詳細に見ると（China, National Bureau of Statistics，various years a，various years b），2006年1～9月期の総固定資本形成の伸び率は28％で，名目GDPの成長率をはるかに上回っている。また，民間総固定資本形成の伸びが急速で，不動産投資も1997～99年には総固定資本形成全体の16～17％だったのが2001年以降は20％以上に上昇している。

一定の投資率を保てないという懸念から，中国政府は経済成長抑制に向けた努力を試みた。しかし，中国の短期・長期金融市場は比較的未成熟で，金融政策は投資に影響を与える程の力を持っていない。その結果，中国は不動産部門に対する貸出を規制する政策をとり続けている。多くの専門家は，成長をよりバランス良く軌道に乗せるために国内消費を刺激する必要があると指摘するが，中国当局はその指摘を受け入れていないようだ。

インフレは収まっており，消費者物価指数が2006年1～11月期で1.4％の上昇，GDPデフレータの伸びは約4％にとどまっている（図3.3，表3.2，1.2）。2007年のインフレ予測はばらつきがあるものの，総じてインフレ率がわずかに上昇するとの見通しである。2006年1～9月期の貸出金利は若干上昇し，投資抑制が伺える。その間，M2の上昇率は収まりつつも，国内信用とM1の上昇率は加速している（図3.2）。財政収支の赤字が減少し，2006年にはわずかながら黒字が見込まれる。また，2005年の時点ですでに非常に大きな額を示していた外貨準備高は，2006年9月末まででさらに20％増加した。こうした指標は中国の金融基盤が非常に丈夫にできているということを示唆するが，主に国有企業や国有銀行によって作られた不良債権の問題は潜在的に残ったままである。

GDPの5.5％以上にまで伸びた貿易黒字は，2005年における総需要の伸びの重要な一部分である（表3.1）。国際収支のデータによると，貿易黒字で最大のシェアを占めるのは財貨貿易で（表3.2），貿易データによれば2006年1～11月期で輸出の伸びが27％，輸入の伸びが20％と引き続き財貨貿易の黒字が続いている（表3.3）。この膨大に膨れ上がった黒字が2005年と2006年のGDP成長を支えたといえるが，そのことで主要な貿易相手国，特に欧州と米国から批判を浴び，中国からの輸出に規制がかかるようになった。そのような批判と規制を受け，2005年7月から中国は長い間続けていた米ドルに対するペッグ制を改め，人民元が切り上がり始めるようになった。その結果，2004年末に比べて2005年末の人民元は2.5％上昇し，2006年末は3.2％上昇した。この水準は香港ドルとほとんど同じである（表4.2）。2007年には更なる人民元の切り上げが予想され（Consensus Economics，2006），香港ドルよりも価値を持つ通貨となるだろう。この人民元の切り上げにより元の国際化が促進されると思われる。

機械製品の貿易が拡大しており，2004年から2006年1～11月期までに輸出，輸入とも44～47％を占めるようになっている（表3.3）。これらの貿易の大半が事務用・電算機器，通信機器，その他電気機器の3つの電気機械関連カテゴリーにおける部品輸入，製品輸出の加工貿易に関連している。繊維，衣類，雑貨をはじめとするその他製品の輸出も大きいが，そのシェアは2000年より減少傾向で，2004～06年は43％である。また，高度経済成長に伴う価格上昇により，原材料および鉱物性燃料の輸入が増加している。

米国と欧州工業国はこのところ中国にとって最大の輸出市場となっており，その後に香港（ただし香港への輸出のほとんどが海外へ再輸出されている），日本が続く（表3.4）。日本は輸入面で最大の貿易相手国で，その後に欧州工業国，韓国，台湾，米国が続く。日本と欧州諸国は中国における二国間経済援助（公的資金の純流入）および銀行貸出しの主要な供給源でもある。中国全体の貿易と同じように，日本の中国との貿易は財貨貿易が中心で，日本の入超である（表3.5）。日本の場合，その他製品，特に衣類とおもちゃ等のその他の雑製品が輸入で最大のシェアを占め，機械製品が最大の輸出品目である。日本から中国へのサービスの輸出や直接投資もまた，近年急速に増えている（表3.6）。経済産業省の公式推計によると，2004年時点で日系現地法人に雇用されている中国人従業者数は100万人を超え，その多くが電気・情報通信機械，輸送機械製造業で働いている（表3.7）。売上高から見ると日系現地法人の卸売・小売業の割合も大きい。
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